
会員限定・統計情報の提供にあたって 

 

当会では、会員サービス向上のため、２０１６年４月にホームページをリニューアルし、

当会会員企業限定の「会員専用ページ」を設置致しました。 

これに先立ち、２０１６年３月には会員企業の海外営業を担当する若手職員を中心とし

た「統計・情報分析 WGを新設し、当会が会員企業に提供すべき統計情報に関する検討を行

うことと致しました。 

本 WGは同年１０月まで４回の検討を行いましたが、11月より「会員専用ページ」におい

て統計資料の提供を開始致しましたので、利用方法についてお知らせ致します。 

但し、本統計資料は Clarksons Research社から購入しているデータを利用していること

から、著作権の関係上、会員企業限定のサービスとしていますので宜しくお願い致します。 

また、本統計資料のセキュリティ確保の観点から、四半期に一度「会員専用ページ」のロ

グイン時に必要な「ユーザー名」と「パスワード」を変更致しますので、この旨を御了知下

さい。 

 

２）提供する統計情報について 

 提供する統計資料は以下の６つです。下記１～４及び６については、個別の造船所の受注

状況等についてエクセル形式で提供することにより、各社において容易に情報の分析がで

きることが大きな特徴となっております。なお、本統計資料は全て Clarksons Research社

が提供する１００総トン以上の船舶を対象としております。 

 

１．世界の造船国別手持ち工事量の状況（日本、中国、韓国）についての内訳が表示さ

れます。） 

２．世界の船主国別発注量及び発注内訳、造船国別受注量及び受注内訳  

３．世界の船主国別竣工量及び竣工船内訳、造船国別竣工量及び竣工船内訳 

４．中国・韓国造船所の受注船竣工予定表 

５．主要船舶の新造船船価 

６．世界の漁船における造船国別手持ち工事、現存船の状況 

 

○世界の造船国別手持ち工事量の状況（提供形態：エクセル／更新頻度：毎月） 

 ・造船国毎の手持ち工事量（隻数）について、年別、船主国別、船種別、サイズ別（バ

ルカー、タンカー、コンテナ船のみ）ごとに確認することが出来ます。 

 ・100 総トン以上の船舶、1,000 総トン以上の船舶、5,000 総トン以上の船舶の 3 種類

のデータを提供しています。 

 ・日中韓については、「造船所を表示」をクリックすれば、更に造船所毎の手持ち工事

量を確認することが出来ます。 



 ・コンテナ船について、TEU情報が無いため DWTでサイズ分けしています。DWT と TEU

に比較にあたっては、次の表を参考にして下さい。 

 

参照：国土交通省資料 

 

○世界の船主国別発注量及び発注内訳、造船国別受注量及び受注内訳 

（提供形態：エクセル／更新頻度：四半期） 

 ・2005年以降の受注（発注）量（隻数及びトン数）について、年別、船主国別、造船国

別、船種別、サイズ別（バルカー、タンカー、コンテナ船のみ）ごとに確認すること

が出来ます。 

 

○世界の船主国別竣工量及び竣工船内訳、造船国別竣工量及び竣工船内訳 

（提供形態：エクセル／更新頻度：四半期） 

 ・2005年以降の竣工量（隻数及びトン数）について、年別、船主国別、造船国別、船種

別、サイズ別（バルカー、タンカー、コンテナ船のみ）ごとに確認することが出来ま

す。 

 

○中国・韓国造船所の建造船引き渡し予定表（提供形態：エクセル／更新頻度：毎月） 

 ・中国・韓国造船所の造船所について、建造船引き渡し予定日を確認することが出来ま

す。 

 ・納期変更があった箇所はマーキングしています。  

 

○新造船の船価動向（提供形態：PDF／更新頻度：四半期） 

 ・以下の船価の推移について、グラフで確認することが出来ます。 

  （タンカー、バルカー、コンテナ、LNG・LPG、Ro-RO船） 

 

○世界の漁船における造船国別手持ち工事量、現存船の状況 

（提供形態：エクセル／更新頻度：半年毎） 



 ・造船国毎の手持ち工事量、現存船（隻数）について、年別、船主国別、船種別、サイ

ズ別ごとに確認することが出来ます。 

 

なお、他団体が提供している統計情報へのリンクも掲載しておりますので、併せてご活用く

ださい。 

 

１．造船造機統計調査 （国土交通省） 

２．海運統計要覧（日本船主協会） 

３．造船関連資料 （日本造船工業会） 

４．輸出船契約実績 （日本船舶輸出組合） 

５．内航船の建造認定結果一覧及び認定量、進水量推移 （日本内航海運組合総連合会） 

６．漁船建造許可一覧表（水産庁） （日本船舶電装協会） 

７．海外情報収集各種報告書一覧 （日本船舶技術研究協会） 

 

 

３）ご意見、ご要望等について 

 会員専用ページで会員企業に提供する統計資料については、今後とも改善等を加えてゆ

きたいと考えておりますので、皆様の御意見、御要望、御質問等がありましたら下記までお

知らせください。 

一般社団法人 日本舶用工業会 業務部 友松 

電話：03-3502-2041  E-mail：tomomatu@jsmea.or.jp 

      以上 

mailto:tomomatu@jsmea.or.jp

